規制改革の動態と官僚制 : 市場から接近する再規制の過程とその構造 by 深谷 健
武蔵野大学学術機関リポジトリ　Musashino University Academic Institutional Repositry
規制改革の動態と官僚制 : 市場から接近する再規
制の過程とその構造
著者 深谷 健
雑誌名 武蔵野法学
号 5-6
ページ 37-71
発行年 2016-12-24
URL http://id.nii.ac.jp/1419/00000441/
規制改革の動態と官僚制
─市場から接近する再規制の過程とその構造─
深　谷　　　健
一、はじめに
二、経路比較の分析枠組
三、経路複線化の実態分析
四、経路複線化とその帰結
五、現代日本における再規制の構造への接近
六、おわりに
一、はじめに
　かつて日本の政府産業関係 1 は、「日本型株式会社」・「護送船団方式」・
「相互の了承」等、数多くの特徴的な名称を与えられてきた。ここでは、
そもそもそこに潜在的には存在していたはずの集合行為コストを、官僚制
の裁量的な統制により低廉化させることで、諸外国からの多大な関心を持
たれるほどの経済成長を成し遂げてきたものと理解することもできる 2。
しかしながら、その官僚主導の裁量的統制を支えたとされる規制の抜本的
改革が進み、すでに四半世紀を越える相応の時間が過ぎている。その間、
官僚制組織によるいわゆる「再規制」の過程は、各産業セクターが抱える
企業の戦略的反応とその繰り返しによる各々の市場構造の影響を受け、一
概にその裁量的統制の成否を問うことが困難なほどに、その方向性を規定
され、また再構築を余儀なくされてきた。以下、本稿で行う作業は、こう
した経緯を描き出すべく、日本の規制改革を、静態的かつ短期的な「点」
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ではなく、動態的かつ長期的な「線」として理解する視座を、「受け手の
反応」という視点から提供し、さらには、規制改革の動態までを射程に入
れ、現代日本における再規制の構造へと接近しようとする試みである。
　これまで行政の変化を説明する際、利益、制度、アイディア、という政
策変化を説明する 3 つの概念は、その態様を捉える上でも強力な役割を果
たしてきた。官僚制のスリム化を志向する行政組織の改革を例にとってみ
ても、同型化、経路依存といった議論は、有意義にその多様な日本の行政
実態を描き出すことに貢献してきた。各種利益主体の抵抗が、その改革を
押し止め、歪めることも見過ごせない事実であり、また理念がここに果た
す役割も、すでに指摘されてきたように思われる。そしてこれは、規制と
いう領域に限ってみても同様であろう。「既得」とされる利益は、少なか
らず改革進展への抵抗力になり、あるいはまた、改革は時にその既得権を
打破する理念の登場により、現実に動き出す（Derthick and Quirk 1985）。
さらに、その進展態様の多様性は、制度枠組の制約の中での理念受容の在
り方に規定されることもまた指摘されてきた（秋吉 2007）。重要な改革そ
れ自体を捉える視座からも、そして、多様性を説明する枠組みとなる国際
比較としても、このような信頼できる説明の形を与えられてきたことで、
規制改革に対する我々の政治学・行政学的理解は促進されてきた。
　一方、規制改革をある一点の制度変化といったスナップショットや短
期的スパンで把握するのではなく、より長期の視座から捉えようとする
場合、改革過程を「政策の再構築を繰り返す過程」として理解すること
もできる。このような過程を理解する際には、従来の「個々の政策変化を
説明する」という視角が重要であることはもちろんのこと、あわせて「政
策変化の受け手の反応」もまた、その長期的方向性を規定する可能性を持
つことから、視角としての意味を持ちうると考えられる。改革は時にそれ
自体、自己目的にもなれば、手段にもなる。これを手段として理解するな
らば、そこにはそもそもの改革目的とそれを推進する主体が存在するのみ
ならず、個々の政策変化の影響を受けて行動戦略を再構築する別の主体が
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必ず存在することになる（Vietor 1994）。その主体間の相互作用の結果、
ある「点」での政策変化の目的と、それに対する受け手の戦略的な反応、
さらにはその後に生み出される改革の大きな流れが、常に整合するもの
になるとは限らないであろう。そして、このような視座からこそ、「改革
の後に何が起きたのか」（Patashnik 2003；2008）という問いを含めた改
革動態を把握することが可能となり、これを「点」ではなく「線」とし
て理解することもできるように思われる。
　以上の問題意識を踏まえ、本稿の議論は、以下のように構成されている。
　第 1 に、規制改革を長期の時間軸で捉える分析フレームを提供する。具体
的には、日本の規制改革を素材として、規制の変化と市場の変化の相互作用
を論じた研究（深谷 2012）に依拠しつつ、改革の長期的変化を、多様性を
持って理解する分析を紹介する。第 2 に、その枠組みを用いた実態分析とし
ての経路比較を紹介し、異なる産業セクターの経路が、どのように「異なる」
経路として形成されていったのかを簡潔に跡付けることとする。第 3 に、そ
の多様な経路がもたらす暫定的な帰結を議論する。特に、規制緩和の帰結と
しての日本の規制レジームの多様化をいかに把握するのかについて議論する。
ここでは、あわせて、「同一国内の多様性を分析する政策領域比較」という試
みが、「多国間の多様性を分析する国際比較」という試みといかに整合するの
か、という比較分析の方法論的な意味についても言及する。その上で、第 4
に、2000 年代以降の規制改革の動態を踏まえ、現代日本における再規制の構
造へと接近する。ここでは、長期的な再規制の量的・質的変化を実態として
把握するとともに、規制という官僚制が社会経済の調整のために働きかける
政策手段の在り方が、改革を経て、いかに変容しているのかという「再規制
のガバナンス」3 を、その議論の射程に含もうとするものである。
　なお改めて以上の作業は、制度変化を長期で捉えようとする時間の視
座、そして、その変化を相対化して捉えようとする比較の視座を踏まえて
規制改革の動態を分析することが、官僚制を主たる研究対象とする行政学
研究にとってどのような意味を持ってくるのかを再検討するものである。
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二、経路比較の分析枠組
1．規制緩和の過程を比較する
　日本の規制緩和が、その当初から再規制のプロセスとして理解され、
1990 年代に規制改革と読み替えられ、行政改革の一貫としての位置付け
られてきたのは、1990 年代も終わりにさしかかった頃であろう 4。この頃
から、単なる規制・脱規制といった二項的な理解は一層難しくなり、改革
は永続性を帯びてきたこともまた、違和感のないものである。ここで、官
僚性によるレトリック上の表現として捉えることに囚われるのでなければ、
撤廃・緩和・再規制といった政策の改革を、広義に「規制改革」として理
解しても構わないように思われる。このように理解するならば、各産業の
個別規制は、長きに渡り改革の対象となってきたと捉えることができ、そ
して、本稿の分析対象は、まさにこの長期の改革過程である。では、こう
した「改革過程を比較する」とはどのようなことか。もちろん、その経路
を単純に比較するにはしばしば困難が伴うものの、その動態の特徴を把握
した上で規制改革過程の比較分析を遂行するならば、とりわけ、以下のよ
うな視点が必要になると考えられる。
　第 1 に、繰り返される再規制と市場変化の相互作用の特長を捉える視点
である。これは、政府側の目線のみでは見えて来ない市場の動態的変化を
把握するのに役立つであろう。第 2 に、これを長期（時間の中）で把握す
る視点である。改革や制度変化、あるいは政策変化は、そのメカニズムを
提示することによりワンショットの興味深い変化として描かれる。しかし
社会の変化の中で、これはその点のみで終わるものではない。至極当然の
ことながら、時間は連続的であり、基本的な領域が同じであれば、連続的
な影響を受ける。制度という枠組みで捉えるのであれば、これは経路とな
り、時間の中で経路が形成されることになる。また、こうした経路それ自
体に、時間が相応の異なる影響をもたらすため、複数の異なる経路を比較
することにも意義があると考えられる。第 3 に、その安定性を把握する視
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点である。経済制度の持続性を検討する研究や政治学における歴史的制度
論の立場からその安定性を分析する研究が、分岐点、経路依存性やロック
イン効果といった経路を分析する視座を提供してきたように、「辿る路」
は枝分かれし、また不可逆にもなる。以下では、これらの視点を踏まえ、
経路分析のフレームを議論する。
2．規制の再構築と受け手の反応
　改めて、規制改革を説明する要素としては、利益、アイディア　制度と
いう 3 つの要因が重要となる（曽我 2013）。政策は、新たな理念により再
構築され、また政策を支持する特殊利益が存在することにも、十分な理由
がある。また、政策形成に携わる合理的アクターの行動を規定するもの
は、多くの場合、制度であろう。いまここで、個別政策変化を説明するこ
れらのファクターが重要であることはもちろんのこと、規制研究において
抜け落ちてきた視点は、「受け手の反応」であるように思われる。すなわ
ち、官僚制の規制統制に対する「受け手の反応」となる。ヴィーターは、
米国の規制緩和を分析した際、政治過程を追う際、官僚組織・政治・利益
集団としての関係性の中で政策変化を捉えるのみではなく、企業戦略・市
場構造との相互作用に着目することで、そのダイナミックな過程を描き出
すことに成功した（Vietor 1994）5。深谷（2012）で試みた分析は、この視
角を日本の規制緩和の分析に適用することであった。ただし、日本の規制
緩和の特徴として、米国のそれと異なっていたのは、政策波及の受容側
の改革プロセスは、秋吉（2007）に示されるように、「漸進的」な歩みと
なっていたことである。
　そしてより一層特徴的なことに、ここでは、「受け手の反応」は、政策
変化に対応して、一回限りで済むことはなく、再規制と市場変化との繰り
返しの相互作用の様相を呈するようになる。一般に複数の相手が存在する
場合、繰り返しゲームの帰結は、例えば、協力関係にある相互作用を繰り
返していたとしても、一度裏切りが生じれば、以後、非協力的相互作用を
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繰り返すことになる（トリガー戦略）。これと同様に、繰り返しは、ある段
階から、元の安定的な相互作用とは異なる方向に進む可能性は否めない。
3 ．経路の類型論 6
　以上の認識から提示されたものが、規制緩和の経路分析である。規制緩
和において再規制が行われているのであれば、それは「受け手」との相互
作用を繰り返す。ここでは、規制緩和の経路を、概ね複数認識しているも
のの、最も重要となるものは、ベンチマークとなる経路の認識である。具
体的には、改革の長期的な経路を 4 つの類型として把握する試みを行っ
た。なおここでの「速度」は、あくまで相対的なものである。
　第 1 に、相互作用が緩やかな経路である。再規制の再構築と市場の変化
が、漸進的に進むものであり、1980 年代からの日本の規制緩和の特徴と整合
的な経路である。「漸進的進展経路」と称することとする。第 2 に、相互作
用が緩やかでありつつも、市場の変化に制限的な特徴が見出されるものであ
る。アプローチとしては、1980 年代からの改革手法を踏襲しつつも、「受け
手」の反応はその限りではない。これを「漸進的後退経路」と称する。第 3
に、相互作用の進みの速い経路である。再規制の再構築と市場の変化が、急
進的に進むものである。ここには、ある段階からの経路の逸脱が観察され、
「急進的進展経路」としての様相を呈する。第 4 に、相互作用の進みが早く
ありつつもの、市場の動きは再び制限的になるものである。ただし、興味深
いことに、制限的な市場構造が、競争を創出し、再規制を促進する契機とな
る。いわば「急進的設計経路」とでも称することができる経路である。これ
をひとつのマトリックスで表現すると以下のようになる（表 1）。
表 1　経路の類型化 7
規制緩和過程の動態的態様
政府関与
緩和縮小傾向 持続拡大傾向
市場競争の動態
漸進的 漸進的進展経路 漸進的後退経路
急進的 急進的進展経路 急進的設計経路
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4 ．経路複線化のメカニズム
　そして、こうした経路は、一度その経路に入るとしばしば安定的にな
る。これはなぜなのか。この問題に理論的に示唆を与えるのは、フィード
バック論である。（Authur 1994）。時間軸の中で制度変化を把握する際、
フィードバック・メカニズムを考慮することの重要性は、近年特に指摘さ
れており、この研究分野への国内外での関心は高まっているように思われ
る（北山 2011；西岡 2013；Pierson 2004）。
　いま、政府と市場との問題としてこの経路を考えたとき、市場はそれ自
体フィードバック機能を持つことを改めて指摘することができる。ここ
で、「フィードバック・メカニズムが機能する」とは、以下に述べるよう
なメカニズムにより、慣性が働く一定の方向性に経路がロックインする
可能性があることを意味している 8。第 1 に、ポジティブ・フィードバッ
ク（正のフィードバック）機能である。これは、繰り返しのフィードバッ
クが、一度形成された経路を安定化させるように機能するメカニズムで
ある。一方で第 2 に、ネガティブ・フィードバック（負のフィードバッ
ク）としての機能である。前者と逆のメカニズムであり、一度形成された
経路を安定化させるのではなく、逆に、元の（分岐前の）経路への後戻り
を促進させるメカニズムを持つ。そしていま、規制改革の動態を把握する
上で、ここでフィードバックの方向性を規定し、ロックイン効果をもたら
す機能を果たすものは、市場構造であると考えられる。すなわち、一度形
成され顕在化した市場構造は、その後、収穫逓増（increasing return）9 の
メカニズムが機能することで、長期的にその方向性を規定する力を持ちう
る。例えば、いわゆる規模の経済が働くのは、投入量に対してある段階か
ら生産が飛躍的に伸びることから説明される。これと同様のことは、前者
のポジティブ・フィードバックが機能する経路でも生じるということであ
り10、ひとたび入った別の経路は、その後、安定的になるものと理解され
る。
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三、経路複線化の実態分析
　上記の枠組みから、以下のような具体的なケースが示される。改めて、
それぞれ、1980 年代の改革プロセスとは異なる動き方をせざるを得なかっ
たことを指摘することができる。
1 ．緩やかに制限的に
　第 1 に、緩やかな相互作用を繰り返す「漸進的進展経路」から「漸進的
後退経路」への分岐である。例えば、航空輸送セクターの経路である。航
空輸送産業は、従来、45/47 体制と称される政府主導の安定的な体制が敷
かれてきた。1980 年代に、いわゆる規制緩和が進められても、当時の安
定的な関係性は変わらず、JAL 民営化、ダブル・トリプルトラック化の
段階的な再構築過程は、漸進的プロセスとして把握できるものであった。
ところが、1990 年代半ばに、価格競争への弾みをつけようとした幅運賃
制度が導入された際、価格は一時的な値上がりを見せたところから（図
1）、当セクターの規制緩和の過程は変化していく。
??????????? ???????? ???????? ????????
??????????
?????
?????
?????
?????
?????
?????
?????
?
????? ????? ????? ??????
???????????????
? ?????????????????? ??
武蔵野法学第 5・6 号
503（44）
　ここを契機として、その後も、再規制に対する新規参入をめぐる略奪的
価格設定、参入企業の不安定性といった市場の変化は繰り返され、1990
年代の市場構造は、寡占的なそれを露呈し始める。一連のプロセスの終着
点として、2000 年の航空法改正により需給調整規制の廃止は行われたも
のの、参入規制・価格規制は、従来の領域のまま形を変えて再構築され
た。国内航空における羽田発着枠（スロット）というボトルネックの存在
を根拠とした規制行政は存続し、これを前提として、その後の設計が行わ
れることとなったのである。なお、スロットをめぐる政府による調整は、
既に真新しいものではないものの、いわゆるエッセンシャルファシリテー
として競争上の制約になっていることは、改めて言及するまでもなく、持
続的な課題であり続けている。
　以下の図は、当該セクター内部での規制改革の進捗を長期的に把握した
ものである（図 2）。航空輸送のそれは、1990 年代の半ばに変化を見て取
ることができるが、その後も緩やかな進捗を示していることが観察され
る。
2 ．急速に進展へ
　第 2 に、緩やかな相互作用を繰り返す「漸進的進展経路」から「急進的
進展経路」への分岐である。例えば、石油セクターの経路がこれにあては
まる。従来、石油セクターは、資源エネルギー庁による規制と行政指導に
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よる産業への統制的介入が行われてきたとされる。その後、外圧の影響を
受けつつ、しかして過度の競争をもたらさないように緩やかに注意深く進
められたはずの規制緩和は、1996 年の特定石油製品輸入暫定措置法廃止
を境に激変する。当時、ガソリン価格は、国際価格と比べても高いもので
あったが、この変化の決定を前にして、企業が価格戦略を再構築すること
で、1994 年頃より過剰に動き出した市場競争は、その後、急速な価格の
低廉化に拍車をかけることになる（図 3）。
　そして、ここからの競争の展開は速かった。最終的には、市場競争の進
展を後から追いかけるように政府は規制の見直しを行うことになる。2001
年の石油業法の廃止により、高度経済成長期以来、当該セクターの基幹的
枠組みであった業法の再構築が行われ、石油セクターの規制改革は、ひと
つの終着にまで辿りつくこととなったのである。以下の図は、その進捗経
緯を量的に把握したものである（図 4）。ある段階から急進的な進捗を見
せたことを把握することができる。
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3 ．急速に、規制再構築へ
　第 3 に、緩やかな相互作用を繰り返す「漸進的進展経路」から「急進的
設計経路」への分岐である。例えば、電気通信セクターの経路がそれであ
る。周知の通り、電電公社により独占されていた。その後、段階的な規制
の再構築過程で、電電公社民営化、長距離系 NCC の新規参入、料金競争
の進展といった変化が生じたものの、この段階は「管理された競争」その
ままのものであった。この経路の方向性に変化が生じるのは、1990 年代半
ば、NTT の分離分割問題が主たる関心となる中での NTT の企業戦略の再
構築による。当時、NTT がネットワークを持っていることは、郵政省をは
じめとする分離分割推進論者への論拠を与えるものであった。これに対し
て NTT は、その機先を制するかのようにネットワークを開放する 15。既存
のネットワークが開放されれば、少なくとも競争の最低限の条件は整うこ
とになり、組織を解体される圧力は弱まる。これが、当時大きな流れを規
定し、市場は急進的に競争的になるものの、潜在的に独占性を残すことに
なる。いわゆる「ボトルネック独占性」（依田 2000）の発露であり、これを
軸にした相互接続規制問題は、2000 年代にも終着を見ず、再規制問題は持
続することになった（図 6）。他のセクターに比べて特徴的なことは、1990
年代以降の規制改革が急速に進捗を見せたことと、接続規制に関連した規
制の再構築回数が、連動するように多いことであろう（図 5・図 6）。
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4 ．何が各々の経路分岐を決めたのか
　それぞれのセクターの動態を観察するに、改めてここで考慮する点は、
潜在的な市場構造である。先に言及の通り、再規制に対する受け手の反応
とその集積は、従来の政府と産業による政治的な調整ベースの政策形成
を、その存在を否定するものではないものの、困難なものとした。この過
程では、まさに「再規制と市場変化の繰り返し」が、経路の方向性を作り
上げた。すなわち、「護送船団」や「相互の了承」といった潜在的に存在
していたはずの集合行為コストは、規制緩和により市場が変化することに
より拡大し、政府の統制可能な範疇から逸脱させるものであった。いわゆ
る「カルテル破り」のようなフリーライダー問題は環境的にも生じやすく
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なり、競争の促進はこれを誘発した。
　一般に合理的な主体間の相互作用を説明するモデルは、ゲーム理論の枠
組みにより提供される。単純な繰り返し囚人のディレンマモデルを考えて
みても、相手が協力的であれば協力的なスタンスを取り、相手が非協力的
であれば非協力的戦略を採用するといった「トリガー戦略」のように、協
力を前提としていた関係性においても、一度非協力的な関係性が形成され
れば、これはその後も引き継がれることになる。あるいは、「しっぺ返し」
のケースも同様であろう。
　では、このケースの場合、いつがトリガーになるのか。ここでの「漸進
的進展経路」からの分岐メカニズムは、以下のように理解される。まず、
競争促進的規制への再構築に伴い、市場の集合行為コストの拡大がもたら
される。これに対して、市場の企業の戦略的反応と不完全な市場構造の制
約は、従前の政府産業関係の安定的な集合行為を困難とし、結果、経路が
ゆらぎ元の経路から逸脱することになる。仮にここで政府側と市場側のア
クターとの「了承」により、集合行為コストの拡大を防ぐことができれ
ば、分岐することなく経路を安定化させることができたかもしれないが、
規制緩和の動態は、ここで描かれてきたように、それを現実的には許すも
のではなかった。
四、経路複線化とその帰結
　そして、以上の複数の経路は、それぞれが幾つかの異なる帰結をもたら
しているように思われる。第 1 に、政策領域それ自体への帰結であり、第
2 に、組織的帰結である。それぞれ見ていこう。
1 ．複数の経路から規制レジームの多様化へ
　政策領域ごとの規制をめぐるレジームについて、かつて、日本の政府
産業関係「相互の了承」と枠付けたリチャード・サミュエルズは、管轄
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（jurisdiction）と統制（control）により、そのレジームを把握することが
できることを指摘し、日本のそれは、広い管轄への弱い統制によるレジー
ムであったことを指摘した（Samuels 1987）。いま、この定義に従えば、
少なくとも相対的には 4 つの類型を構成することができるであろう。
　第 1 に、便宜的に「ルール型規制レジーム」とも理解できる、規制の管
轄が狭くそこへの統制が強く働くレジームである。1980 年代から 1990 年
代にかけての漸進的進展経路の帰結として到達すると予想されるレジーム
であるものの、多くのセクターにおいては、途中で不可逆的な分岐が生じ
ており、到達したと考えられるセクターは存在していない18。これは、も
ともとの漸進的進展経路からそのまま形成される安定的なレジーム（ここ
では「ルール型規制レジーム」と仮定している）が形成されるパスであ
り、いわゆる事後規制とされる、限定された領域に規制をかけその統制を
強めようとする理解と整合的なものである19。
　第 2 に、「縮小型規制レジーム」として把握できる、規制の管轄が狭く
その統制も弱いレジームである。1990 年代に、漸進的進展経路から分岐
し、急進的進展経路に進んだセクターが、その帰結として辿り着くと認識
される規制レジームである。上記の経路分析の例で言えば、石油セクター
がここにあてはまる。ひとたび急速に競争的になった市場は、目的を達
成することにより、競争市場へとロックインし、脱規制をもたらしうる。
早々に目的を達成した市場に再規制は役割を終え、ここでは政府規制の管
轄も統制も縮小することに繋がる。
　第 3 に、「混合型規制レジーム」として把握可能な、規制の管轄が広く
その統制が強いレジームである。これは、漸進的進展経路から分岐し、漸
進的後退経路を辿ることで、不可逆的に形成される規制レジームとして理
解される。例えば、1990 年代途中にから寡占的構造を露呈し出した 2000
年代初頭の航空輸送セクターがこれに該当するであろう。制限的な市場が
ロックインされ、競争の進み方は漸進的なものにとどまる。しかし、ここ
にボトルネック性が加わることにより政府関与は残される。この点で残さ
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れた管轄への統制が強化されることになる。
　第 4 に、「管轄型規制レジーム」として理解できる、規制の管轄が狭く
その統制が強いレジーム態様である。繰り返しの相互作用は、競争の進展
と再規制の繰り返しをもたらす急進的設計経路への分岐をもたらし、結
果、辿り着くレジームとして理解される。例えば、ネットワークへの相互
接続規制を軸に再規制が行われた電気通信セクターなどがこれにあたるも
のと考えられる。競争的になった市場においても、ボトルネック独占性と
いった市場の特性を反映し、競争を維持促進するために、脱規制レジーム
に至ることを困難とするパスとなる。競争構築の方向性は市場構造に規定
されることから、これが改革持続へとフィードバックし、いわば「自己強
化」するように、広がる規制管轄に対しての融通の利かない統制状態が維
持されることになる。
　まず、上記の 4 つのレジームを 1 つの枠組みで表現したものが、以下の
表である（表 2）。
表 2　規制レジームの類型化 20
規制レジームの多様性
政府規制のジュリスディクション
広い 狭い
政府規制による
コントロール
弱い 管轄ベース型規制レジーム 縮小型規制レジーム
強い 混合型規制レジーム ルール型規制レジーム
　かつての日本の政治経済とこれを支えた政府産業関係に対する理解を、
緩い統制を広い管轄にかけていく（Samuels 1987）「管轄ベース型」のそ
れと捉えるのであれば、規制改革の動態は、それとは異なる複数のレジー
ムを不可逆的に形成することになる。これは、潜在的市場が、顕在的に機
能し出したからであり、いわゆる「市場の失敗」を露呈したものとなる。
そしてこれは、時間の経過の中で再形成のプロセスの中に入っていくもの
であり、日本の規制レジームそれ自体は、決して永続的に安定的なもので
はないのである。21
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　改めて、ここで 20 年強というスパンで経路を眺めたとき、どのセク
ターも、1990 年代に大きな市場の動きを経験しており、経路の進み方が
大きく変化したことを観察することができる。無論、経路は、その内部で
の繰り返しの相互作用を経て安定的になることから（市場は不安定になる
が）、生じなかったであろう仮想的パスが現実に見える訳ではない。これ
を図式的に表現したものが、以下の「経路分岐の全体像」（図 7）となる。
　いま、この規制改革の進捗を『産業別規制指標』23 により確認してみる
と、以下のように「可視化」することができる（図 8）。これらのデータ
は、その性質上、単一の産業における規制改革の動態を時系列で把握する
ことには意味があるものの、比較の上で把握するには、規制の強度に関す
る基準が統一されていないことから、馴染まない。しかしながら、「同一
産業内の時系列比較」としては、意味を持ちるものであり、緩やかな動き
を見せた航空輸送セクターと、急進的な動きを見せた石油セクター、そし
てその中間的な動きを見せた電気通信セクターの動きを視覚的に把握する
ことができる。
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　なお、ここで付け加えるべきは、政策領域比較の検討におけるベンチ
マークの必要性である。国際比較分析など、一般に比較分析を行う際、以
下の二つの論理が、代表的な説明の形となることは基本的な研究設計の
理解となっている（加藤・境家・山本 2014；久米 2013）25。第 1 に、その
差異を従属変数として理解するものである。差異法、あるいは、MSSD
（Most Similar Systems Design）として理解され、類似した複数の事例に
おける独立変数としての差異が異なる帰結をもたらすことを説明する。第
2 に、その共通性を従属変数として理解するものである。一致法、あるい
は、MDSD（Most Different Systems Design）とも称され、独立変数と
しての共通性が、帰結としての共通性を因果的に説明しうるとするもので
ある。仮説検証的な比較のフレームを設計する上で、この枠組みが有意義
であることはもちろんのことであるが、同一国内でこの枠組みを設定しよ
うとする場合、幾つかの障壁にぶつかることがある。ここでは必ず、他に
影響しているはずの統制変数と、結果としての従属変数の多様性の認識
が、その障壁として立ちはだかるであろう。例えば、各産業には、もとも
と一定の特性が備わっており、またそこでの長期的な変化を把握する際、
影響関係にあるすべての変数をコントロールすることは困難である。比較
の設定上、他の影響要因を除去することは常に困難が伴うため、比較の枠
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組みの構成に工夫を要することになる。そして、ここで役に立つ 1 つの工
夫は、ある種のベンチマークの採用であり、いわば反実仮想としてのモノ
の考え方である（加藤・境家・山本 2014；久米 2013）。これは、「ある要
因 X が存在すれば Y が生じたとすれば、X が存在しなければ、Y が生じ
ない」ことをどのように理解するかという論点となる。通常この論理は、
方法論的に、事例研究的な比較分析であれ、因果推論を明示的に行おうと
する実験的フレームワークであれ、条件の違いがもたらす帰結の差異を考
慮するという点では、共通のものである。
　本稿は、差異法の考え方を踏襲しつつ、現実には生じえなかった「影
絵」を多様性のひとつとして意識することにより、実態変化を特定する
際に示唆的なベンチマークを提供する。すなわち、1980 年代に歩んだと
理解できる「漸進的進展経路」を前提として、規制緩和の過程において、
「各々の」市場の動態が、安定的な政府産業関係から逸脱する方向へ機能
したことにより、「各々の」経路がゆらぎだしたことを指摘している。
2 ．規制行政組織の「機能的」多様化
　さて、以上のようなレジームの多様化を前提としたとき、その態様とし
ての政策的帰結のみならず、行政組織の規制関与の問題としても、従来の
理解と比べて異なる解釈を提示できる。
　第 1 に、複線化されたプロセスは、規制レジームの多様化に繋がるとと
もに、行政組織的にも多様な帰結をもたらしている。すなわち、規制改革
の動態は、再規制を担う組織に、機能的役割の変化をもたらしている。例
えば、航空局は、かつては「管理された競争」（秋吉 2007）を担い、規制
緩和政策を誘導する推進してきた。その後、2000 年の航空法改正以降は、
その制度設計を持続的に担い、むしろ、羽田空港の発着枠を軸に競争政策
的な政策を主導するようになってきた。資源エネルギー庁の石油担当部署
は、2001 年に石油部から、資源・燃料部に再編され、天然ガス等と同じ
部署の中で、供給の安定性の確保という、従来の産業の統制誘導は異なる
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役割を果たしている。郵政省時代には、権限の比較的弱いとされてきた通
信行政分野（村松 1990）は、その後の技術革新に後押しされ、巨大官庁
総務省の中に位置付けられ、規制の枠組みを設計する主体としての役割を
増すこととなった。これらの多様性はそのセクターの初期条件に規定され
てはいるものの、改革のプロセス自体にも影響されてきたことは、本稿が
述べてきたことである。
　第 2 に、こうした多様性を踏まえた上でのレジームの特徴である。ここ
で興味深いのは、規制改革の前後でそのレジームがその位置付けを逆転し
ているように解釈できることである。先に提示したレジーム態様を踏ま
え、いまこれを「権限獲得過程」として理解し直すとすれば、以下のよう
な解釈を提示できる。すなわち、従来、行政指導をその手段として統制の
強かった石油セクターにおいては、縮小型のレジームとして把握できるよ
うに、その権限が弱まったと理解できる一方で、電気通信セクターのよう
に、再規制を軸に業界に対する管轄領域を獲得し、その権限を獲得してき
たセクターも存在する。また、航空局は、引き続きその権限を維持してい
るとも理解することができる。しかしながら、「X」に類型される、「限定
された領域への統制」を強めたセクターは見出せていない。これを、3 つ
の軸の中で表現したものが、以下の図である（図 9）。
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　第 3 に、その規制を担う行政組織間の役割に違いをもたらす要因であ
る。このような組織的形態の多様性が生まれる背景として、例えば、ひと
つに考えられるものは、組織間関係、あるいは組織内関係における政治的
力学である。組織において、予算を筆頭に権限を伴う資源配分は、政治的
な力学の働く領域となる27。仮にここで、省庁同士（あるいは省内部局同
士）のコンフリクト（官庁間権限争議）の過程として改革過程を捉え直す
ことも、仮説的視点としては興味深いものの、実証分析に耐えうるだけの
証拠を跡付けるには困難を伴う。また、経路としての規制改革のプロセス
を把握してきた本稿の作業からすれば、おそらく、以下の視点を主張する
ことが整合的なものと考える。すなわちここでもう 1 つ挙げることができ
る要因は、機能的な説明である。再規制のガバナンスの態様は、「市場の
動態」と連動している。無論、利益集団としての政治的相互作用は持続的
に存続する。しかし、その利益集団の集合行為の環境要因を規定するもの
も、また市場動態の差異であると指摘することは、不適切にその役割を強
調しすぎることにもならないであろう。
　改めて本稿では、以上のレジームの多様化を提示することを通じて、規
制を把握する際、「受け手の反応」が影響すること、さらには、それが繰り
返されることで、各々の方向性を構築することを指摘してきた。以下では、
こうした経路と規制レジームの多様化を前提として、それがいかにその後
の規制改革の動態に引き継がれているのかについて、試論的な考察を行う。
五、現代日本における再規制の構造への接近
1．再規制の量的・質的変化
　これまで把握してきた経路は、あくまで 2000 年代初頭に至る動きを捉
えようとしたものである。経路がゆらぎ、個別の産業ごとに、各省庁の機
能的役割を含めた規制レジームの多様化がもたらされたことは、日本の規
制緩和のひとつの帰結であった（深谷 2012）。各省庁の規制に対する役割
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はばらつきを呈するようになり、その後の 10 年間は、再び規制改革の時
代として、多くの制度設計が行われてきた。では、こうした経路と帰結の
多様化は、現代の規制改革へといかに繋がっているのか。ここで、少し見
方を変えてみると、一連の改革の連続性の中に、幾つかの変化を見て取
ることもできる。いわゆる『改革の「後」の改革（改革の後に起きたも
の）』28 を把握するべく、以下では、2000 年代以降の規制改革を踏まえて、
より長期的に規制の変化を検討してみる29。
　第 1 に、持続的な規制の量的増加を観察することができる。規制緩和と
ともに再規制が行われてきたことは、その改革初期の頃より指摘されてき
ているが（村松 1990；真渕 1991）、その後の規制改革は、わかりやすく規
制の数を増やし続けることになっている。これをより長期的な視座で見て
みると、1980 年代・90 年代（図 10）に比べて、2000 年に入った頃より明
らかな変化を観察することができる。すなわち、規制の量の増加傾向の中
で、2000 年代前半に、再規制の量的増加における「ジャンプ」を見て取
ることができる（図 11）。また、規制緩和がスタートする 1985 年からみ
れば、実に 1.5 倍近くに膨れ上がっている。
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　第 2 に、量的増加とともに、「規制の細分化」が進んでいることも看過
し難い事実である。ここでは、「強い規制」・「中間の規制」・「弱い規制」
への再構築がそれぞれ進展していることが観察される。中でも、「弱い規
制」として分類される届出などの増加傾向は、時間を経るごとに顕著に
なっている。ここで、こうした「規制の質」の変化に対応して、弱い規制
が増加するとするのは、「規制緩和」の流れと整合的であることからも想
像のつくものであるが、興味深いのは、それぞれの「規制の質」の領域に
おいて相対的に規制の量が増加していることである。すなわち、「弱い規
制」が増加するのみならず、質的に「中間の規制」、さらには、「強い規
制」も持続的に増加している（図 12）32。
?????
?????
?????
?????
?????
?????
????
????
???
?
???
?
???
?
???
?
???
?
???
?
???
?
???
?
???
?
???
?
???
?
???
?
???
?
???
?
???
?
???
?
???
?
???
?
???
?
???
?
???
?
???
?
???
?
???
?
????????????
? ???????????????? ?????
武蔵野法学第 5・6 号
489（58）
　おそらく第 3 に、全体傾向として、規制の量としてのさらなる増加傾向
にあるものの、各産業別に見てみたとき、この規制変化に多様性が観察さ
れるであろうことが推察される。ここでの問題は、どのような領域の規制
が、どの強さでどの方向に向かっているかという「再規制のベクトル」と
の関連性を持つ。そこで、各省庁別に規制の量的変化を把握してみると、
以下に観察するように、2000 年代以降、明確に規制の増加傾向が観察さ
れるのは、金融庁、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省に
顕著であることがわかる（図 13）。その他、環境省や、2009 年 9 月に創設
された消費者庁にもこの傾向があるものと理解できる。また、規制改革の
時代にこそ、競争ルールを構築していることが予想される公正取引委員会
のみ規制の量が減少していることも興味深い。
　一方、これを踏まえて、改めて時間軸で把握し、1980 年代・1990 年代
と 2000 年代を比べてみると、双方では「規制改革の傾向」が明確に異
なっており、1990 年代までと、2000 年代以降の再規制の動きには違いが
あるように観察される。具体的に、「ジャンプ」の前後を比較してみよう
（図 13・図 14）。
　まず、いわゆる「規制緩和」の時代に、規制の量を減らしていたのは、
通商産業省、運輸省といった、いわゆる「業界」を抱え規制によりこれを
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保護していた役所である。産業政策と許認可行政の代表格であり、先に議
論した規制緩和の経路の変化の中で、レジームが変容していったセクター
はこうした官庁の中に属する。次に、1997 年に大蔵省から金融監督庁が
分離された頃から、飛躍的に金融関係の規制が増加していることも指摘で
きる。このことは金融再規制を論じた真渕（1996）の見解とも整合的なも
のであり、ルールが細かに再構築されてきたことがうかがえる。そして、
郵政省、労働省、環境庁といった、相対的には権限の弱かったとされる役
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所での規制の量的増加を観察することもできる。このことが 2000 年代の
当該領域における規制の量的増加へと経路依存することの意味は大きい。
2．誰が再規制を「統治」しているのか
　上記の観察を踏まえ、「ジャンプ」の前後での「規制の統治」を比較す
ると、さらに幾つかの理解を指摘することができる。
　第 1 に、各省庁の役割の多様化である。かつて許認可と行政指導を軸に
産業を牽引した運輸省と通商産業省が軒並み規制の量を減らしていたのに
対して、2000 年代以降、省庁再編の影響はあるものの、両官庁ともに規
制の量を逆に増加させている。端的に、「ルール」が増加していることを
読み取ることができる。
　第 2 に、90 年代までの規制改革と異なるニュアンスでの規制改革であ
る。90 年代までの「規制緩和」は、いわゆる「業界」を抱えた規制の緩
和過程であった。ところが、2000 年代以降の規制を担う役所の所管をみ
るに、いわゆる労働、環境、消費者問題といった課題（「イシュー」）を抱
えている官庁の規制量の増加が顕著である。すなわち、「ルール」の管轄
も広がっていることを示唆する。
　これを踏まえるに、第 3 に、「イシューベースの規制の細分化」が進ん
でいることも指摘できる。特に環境問題や消費者問題を背景に、あるい
は、安全安心が叫ばれる中、多くの規制は質的には弱くなりつつも、量的
には細分化され増加していることがうかがえる。ここにかつての潜在的利
益集団たる「消費者」が、いわゆる再規制のガバナンス主体として重要な
アクターとして登場してきたことは、看過し難い変化であると考えられ
る。このことは翻って、官僚制が規制を軸として管轄する領域が増大して
いるものと解釈することができる。
　さらに第 4 に、このことは再規制のガバナンスをめぐる官僚制の統制・
管理の存在を含意する。すなわち、規制の細分化は、社会全体としてのイ
シューの複雑化とコストの低廉化志向を反映していると考えられ、政府側
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において、問題を事前にルール化して縛りをかけておく傾向を顕著にして
いることを読み取ることができる。これこそ、「再規制のガバナンスにお
ける官僚制のコントロールの存在」であり、規制緩和領域における官僚制
の復権を示唆する。指摘するべきは、生産者中心の規制緩和時代には見え
てこなかった「消費者」を梃に復権する官僚制が存在していることであ
り、規制統治における官僚制は、改革の時代にこそ、むしろその役割・機
能を強めているように理解できる36。そしてこのことは、業界・政治・官
僚により構成される階層的なプリンシパル─エージェント関係を前提とし
た時に、そこでの主たるプリンシパルとしての消費者の存在をも含意する
ものである。
3．再規制のガバナンスにおける「改革外部組織」の機能
　最後に、先に指摘した「再規制のガバナンスにおけるコントロール」と
いう点で、改革の主体とそのアプローチに関して言及しておく。1980 年
代から 1990 年代の規制緩和・改革では、その改革を推進する主体が、「第
二次臨時行政調査会」に始まり、「経済改革研究会」、行政改革委員会内部
の「規制緩和小委員会」、行政改革推進本部の「規制改革（緩和）委員会」
へと変化する流れの中で、いわゆる経済的規制を抱えていた産業の規制緩
和が進められてきた。一方、2000 年代以降の主体は、明確に、省庁再編
後の内閣府のもとに、「総合規制改革会議」・「規制改革・民間開放推進会
議」・「規制改革会議」といったように（表 3）、従来の「省庁共同体」（森
田・金井 2012）とも理解される産業セクターごとの規制のガバナンスの
みならず、外部からの一元的な組織的統治の影響を受けることにもなって
いる。
　この点では、いわゆる「規制緩和」を推進していた時代と、明確な「規
制改革」を推進する時代において（規制改革会議へと至る過程）、ガバナ
ンスの構成主体が変容してきていることを改めて指摘することができる。
すなわち、後者の主体は、規制改革へのタスクフォースを抱え込み、「探
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索型」（田辺 2013）37 の機能を備えた組織として制度設計の役割を担ってい
る。このタスクフォースベースの規制の提案 38 は、先取り的に社会に対し
てルールを設定し縛りをかけておくことで、事後的に生じうる社会的コス
トを抑制する機能を持つ。規制が細分化され、事前にコストを回収する必
要性が高まっているからこそ、逆に、司令塔的な規制の設計が求められる
ようになり、規制アジェンダを見つけ出す「探索型」改革外部組織が、そ
の機能を内在化させているように思われる。そしてこのことは、2000 年
代以降に観察された各省庁における再規制の量的増加と、決して無関係な
ものではないように考えられる。
表 3　規制の改革外部組織の変遷 39
規制の改革外部組織の変遷
1981 年（昭和 56 年）3 月 第二次臨時行政調査会（土光臨調）発足
1988 年（昭和 63 年）12 月 「規制緩和推進要綱」を閣議決定
1993 年（平成 5 年）12 月 経済改革研究会が通称「平岩レポート」を公表
1995 年（平成 7 年）4 月 行政改革委員会に「規制緩和小委員会」を設置
1998 年（平成 10 年）1 月〜
2001 年（平成 13 年）3 月
行政改革推進本部　規制改革（緩和）委員
会
2001 年（平成 13 年）4 月〜
2004 年（平成 16 年）3 月 総合規制改革会議
2004 年（平成 16 年）4 月〜
2007 年（平成 19 年）1 月 規制改革・民間開放推進会議
2007 年（平成 19 年）1 月〜
2010 年（平成 22 年）3 月 規制改革会議
2013 年（平成 25 年）1 月〜 規制改革会議
　なお、ここで述べてきた「再規制のガバナンス」にいかなる定義を付与
するかは、多義的にならざるを得ないきらいはあるものの、行政組織、政
治家、利益集団、個別企業、消費者、改革外部組織、といった当該領域
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に関与する主体をここに含めてもよいであろう。問うべきは、これらが
いかに規制政策の周辺で関係性を「再」形成しているかである。そして、
1980 年代・1990 年代の改革動態に比べて、ここに、（1）再規制の量的増
加、（2）イシューの細分化と多様な潜在的利益集団の顕在化、（3）その過
程における官僚制の復権、（4）ガバナンスにおける改革外部組織の機能、
という特徴を仮説的に見出したことが、本稿のここまでの知見となる。改
めて、現代日本における規制改革において、誰が便益を得ており、こうし
た組織的な仕掛けと利益集団、消費者、官僚組織がどのような政策コミュ
ニティを「再び」形成しているのか。これを個別政策領域ごとに、局レベ
ル・課レベルで、長期の経路のフィードバックを踏まえて実証的に跡付け
ていくことが、この研究領域のひとつの興味深い課題であるように考えら
れる。
六、おわりに
　新自由主義を思想的背景とした 1980 年代からはじまる日本の規制緩和
は、2000 年代に入り、その対象と速度を大きく変化させてきたように思わ
れる。しかしながらこれまで、こうした長期に渡る規制の改革過程の実態
として、具体的に何が変化しており、また連続しているのかといった長期
的視座からの検討は、官僚制による統制側の戦略を視野に入れる官僚制研
究としても、また、政治的アクターの戦略的行動を捉える政治学的分析と
しても、さらには、これに市場側の視点を盛り込む政治経済学的研究とし
ても、その余地が残されてきたように思われる。本稿は、こうした分析の
一助となりうる再規制の過程とその構造を描き出すことを試みてきた40。
　まず、本稿は、日本の規制緩和の過程が、決して一様ではなかったこと
を例証する。航空輸送セクター、石油セクター、電気通信セクターとい
う異なる産業の規制改革を、単に「異なるもの」として理解するのでは
なく、「一定の枠組みの中での違い」として「可視化」させてきた。この
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過程では、「規制の変化に対する受け手の戦略的反応」が集積することに
より、各々の市場構造の持つ潜在的な特質が顕在化し、結果として、多様
な経路が生み出されていくことが示される。さらに、この複線化した経路
は、各産業セクターの市場の競争状態を規定するのみならず、再規制に対
する官僚制組織の関与の在り方をも規定してきた。そしてこのことは、経
路の実態分析で例示した 3 セクターはもちろんのこと、他のセクターの傾
向を把握する上でも示唆的であると思われる。参入可能で競争的な市場構
造を持つタクシーの再規制が進んでいるのは、市場競争が進みすぎたこと
で、一時は急進的進展経路を歩んだものの、その弊害が大きくなりすぎた
ことによる揺り戻しを受けている。その他、電力やガスの規制改革が比較
的時間がかかったのは、利益集団論としての説明が可能であることはもと
より、「ボトルネック性」を有するが故に再規制が段階的にならざるを得
なかったことも指摘できよう。これらの経路をどのように認識するか。一
方、医療や農業、医薬品、労働といった規制改革は、時を移して 2000 年
代後半の規制改革の主要なアジェンダであり続けている。
　また、こうした経路の検討を踏まえ、より長期的視座から、2000 年代
初頭までの改革動態が、いかに官僚制の規制関与の在り方に変容をもたら
しているのかについて、再規制の量的データをもとに検討してきた。もち
ろん、こうした規制量のみの検討で、規制の実態を掴むことは困難である
ことに留意すべきものの、その実態の多様性の認識から、次なる課題への
示唆も提示される。
　かつて規制は官僚制による社会経済への制限であるとともに、「保護」
の側面を持ってきた。これは長らく批判の対象となり、そうした批判の存
在自体は現代も変わるものではないであろう。規制は、その領域の周辺に
利益を生み出し、その利益は時に「うまみ」となる。その根拠は、持てる
者にとっては規制を支持する正当化事由ともなり、持たざる者にとって
は、取払いたい制約になる。これは、規制の政治学・行政学的な分析にお
ける本質である。改革が持続することにより、再び生まれてくる規制の根
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拠をめぐり、政治的な権力闘争は繰り返されてゆくのであろう。変わるも
のは、その構成要素である。政治学・行政学研究として規制変化を捉える
のであれば、そこに組み込まれる構成要素を見逃すことなく描き出してい
くことにこそ、検討を求められる課題が存在するように思われる。
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（註）
1 例えば、かつて、カプラン、ジョンソン、オキモト、カルダーといった重要
な業績を残した研究者が、その研究関心の対象を、当時の日本の政治経済に
強く求めていたことからすれば、現代において、海外からの現代日本政治経
済への関心が相対的に薄れていることには、それなりに社会経済的変化・学
問的関心の変化を反映しているようにも思われる。しかしながら、そのこと
は日本官僚制研究の役割の内在的低下を意味することにはならない。むし
ろ、単体として引き続き日本官僚制の研究としての理論構築が求められるこ
とはもとより、日本をどのように理論的にも実態面としても、共通理解のあ
る比較のリサーチデザインの中で位置付けていけるかが、ひとつの意義ある
課題となると考えられる。
2 政府と産業の関係を、オルソンの集合行為問題として理解すれば、このよう
に捉え直すことも可能であろう。
3 「再規制のガバナンス」という概念は、もともと存在するものではないが、
再規制自体は、村松（1990）以来、議論の遡上にあがって久しいものの、こ
れを現代の多元的主体による政策の「統治」との関連で把握しようとする試
みは、未だ十分ではないように思われる。この点で、日本の再規制のガバナ
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ンスの実態を把握することに、その意義を見出すことができる。
4 「規制緩和」と「規制改革」は、概念的には、集合関係になる。無論、後者
の方が「緩和」を内包するものとなる。
5 なお、この解釈については、行政学研究として意図的に必要性を指摘するた
めに、このように位置付けている。すなわち、経営学者が考える政策論と、
行政学者が考える政策論は、そもそもの関心は異なっているが、そこに積極
的な必然性を有するのであれば、これを摂取し位置付ける試みは、行政・政
策を取り巻く空間への接近可能性を高めるであろう、との問題関心からであ
る。
6 以下の類型論は、深谷（2012）による。なお改めて、これらの経路は相対的
なものであり、相互への分岐も可能であろう。しかしながら、現代から振り
返って日本の規制改革プロセスに照らしてみると、2000 年代初頭までの経
路は、一定の方向性を持って枠付けることができる。この点について、後に続
く議論にて説明を施す。
7 深谷（2012）では、これを「規制緩和の経路」として、類型化している。
8 経路のロックインに関しては、結局のところ、「コスト」による説明も可能
である。時間が経過するとともに、変更の社会的コストは高くなる。そこで
行動するアクターが合理的であろうとすればするほど、サンクコストに規定
されることになり、外生的なショックがない限りロックインを壊す誘因が弱
くなる。これが制度として、その後の変化を規定することになる。
9 逆の論理が、収穫逓減（decreasing return）メカニズムであり、こちらは一
定規模の生産のあと、投入に対して収穫が下がることになる。
10 収穫逓増メカニズムは、複雑系経済学の議論の中で指摘されるものであり、
特に経済制度の分析においては、重要な示唆を与える。（依田 2000）
11 『朝日新聞』1996 年 2 月 29 日参照。インセンティブ規制は、理論的には、
価格設定に弾力性をもたせることで、競争促進による運賃低廉化を狙いとす
るものである。
12 ここでの『産業別規制指標』は、JIP（日本生産性プロジェクト）2011 より。
ここでは、1995 年を基準値としての 1 として、0 に近いほど規制が弱いこと
を示し、逆に 1 に近付くほど規制が強くなることを意味している。
13 本データは、経済産業省資源エネルギー庁『エネルギー白書 2005』に基づ
き、作成されたものである。
14 ここでのデータは、JIP（2011）『産業別規制指標』、内閣府『構造改革評価
報告書 6』（2006）をもとに作成。ここでも同様に、1995 年を基準値として
の 1 として、0 に近いほど規制が弱いことを示し、逆に 1 に近付くほど規制
が強くなることを意味する。
15 NTT のネットワーク開放に関しては、ネットワーク外部生の議論とも整合的
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である。すなわち、ネットワークを軸に形成される関係性は、スイッチングコ
ストを高めることにより、ロックイン効果をもたらす。これが規制の再構築過
程にフィードバックしたことにより、設計経路に入らざるを得なくなったもの
と理解できる。
16 ここでのデータは、JIP（2011）『産業別規制指標』、内閣府『構造改革評価
報告書 6』（2006）をもとに作成。同様に、1995 年を基準値としての 1 とし
て、0 に近いほど規制が弱いことを示し、逆に 1 に近付くほど規制が強くな
ることを意味している。
17 電気通信セクターの再構築数。国立国会図書館「日本法令索引」検索等をも
とに筆者作成。
18 ただし、その可能性を否定するものではない。
19 ここでのレジームはあくまで枠組みの構成上論理的に構築される架空のもの
である。
20 深谷（2012）より作成。
21 さらに、その変容メカニズムと帰結こそ、政策、制度の分析者として取り組
むべき課題となるのであろう。
22 本チャートは、深谷（2012）で作成したチャートを簡素化して表現し直した
もの。
23 ここでの『産業別規制指標』は、JIP（日本生産性プロジェクト）2011、内
閣府『構造改革評価報告書 6』（2006）より。ここでも同様に、1995 年を基
準値としての 1 として、0 に近いほど規制が弱いことを示し、逆に 1 に近付
くほど規制が強くなることを意味する。
24 同じく JIP において構築されたデータベースによる。
25 なお、適切なリサーチデザインが、研究遂行上、重要であることは改めて指
摘するまでもなく、特に科学的説明への志向とともに、この議論の発展は隆
盛を極める。ただし、このことは、リサーチデザインへの傾倒のみが、生産
的知見を生み出すわけではないことにも留意すべきであるとの議論を否定す
るものではない。活かすべき知見は、問題と方法への向き合い方であり、問
題と方法に関する多様性への寛容な理解であろう。
26 深谷（2012）をもとに、筆者作成。
27 なお、行政改革と組織機構変化の関係性を考える上では、真渕（1996）が示
唆的である。行政改革とスクラップ・アンド・ビルドとの関連で、規制に着
目して、その後 10 年での課レベル、局レベルでの変化を観察することも必
要課題であると考えられる。
28 Patashinik（2003；2008）の議論は、「利益がいかに再び勝利するか」という
観点からも、公共政策の研究として興味深い議論である。多くの政策が「廃
止」されるわけではない。その背景に存在する利益主体の動態は、実証分析
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に値する課題である。
29 なお、現代日本の規制改革の進捗に関する量的分析としては、原田（2011）
が、規制が利益に基づくことに立ち返り、コストとベネフィットを軸とした
政策の多様性を分析しており、改めて政策類型論としても示唆的である。
30 1980 年代から 1990 年代終わりまでの規制の変化に関しては、総務庁『規制
緩和白書』1998 年 8 月を参照して、作成。
31 1980 年代から 1990 年代終わりまでの規制の変化に関しては、総務庁『規制
緩和白書』1998 年 8 月、2000 年代以降の規制の変化に関しては、総務省行
政評価局『許認可等の統一的把握の結果について』平成 25 年 3 月を参照し
て作成。
32 なお、ここでの「強い規制」は、例えば、許可・認可・免許・指定等を含
み、「中間の規制」には、認定・検査・登録等が含まれる。そして、「弱い規
制」分類の中には、届出・提出・報告等が含まれる。
33 ここでの再規制の内訳は、総務省行政評価局『許認可等の統一的把握の結果
について』平成 25 年 3 月を参照して、作成。
34 同じく、総務省行政評価局『許認可等の統一的把握の結果について』平成
25 年 3 月を参照して、同期間の規制の量的増減を把握して作成。
35 総務庁『規制緩和白書』1998 年 8 月をもとに、同期間の規制の量的増減を
把握して作成。
36 ただし、この見解を明確に主張し切るには、局レベル・課レベルに渡り、ど
ういう分野で、誰が実態としてコントロールしているのか、という詳細な実
証的理解が求められることも指摘しなければならない。
37 「パトロール型」と「アラーム型」にちなみ、「探索型」と「提案型」の組織
類型を提示し、そこに「探索型」の活動増加を指摘した論考である。
38 ワーキンググループとして、健康・医療、雇用、農業、投資促進等、地域活
性化、といった領域が設定され、それぞれがアジェンダ設定を行う。
39 内閣府規制改革会議 HP 等を参照して、筆者作成。
40 こうした試みは、実態分析を踏まえて、現代日本における政治行政活動に埋
め込まれてきた新自由主義への再評価を可能にするものと考える。
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